
令和８年度 長崎市地域包括ケア推進協議会
医療・介護連携部会（多職種連携検討部門）

～入退院支援における多職種連携～

令和８年８月２４日(月) 19：00～20：30
会場：長崎市役所 11階中会議室

議題

（１）連携に関する情報の一覧化について
（２）多職種でのACPの推進について
（３）その他（今後の取組など）



前回の振り返り



令和７年度地域意見交換会での意見から・・・

入退院支援における多職種連携4つの課題

• 訪看ステーションの特徴（24ｈ体制・看取り対応・リハ
ビリ職がいるか等）が分かりにくい

• 麻薬取り扱いの薬局が分からない

• 誰に連絡すればよいか不明
(MSW？病棟看護師？連携室？)

• 情報が載っている場所が様々

③窓口や施設情報等の不明瞭さ

• 入院期間の短期化（在院日数制限）＋病状の急激な変化
があり、調整が難しい

• 病院の役割の過負担

• 連携室等退院調整の役割の過負担：患者の多さに対して
の連携体制が追いつかない、マンパワー不足

• 多職種/家族/業務の調整が難しく、退院カンファレンスの
開催が困難

• コロナによる面会制限で家族と話す時間が少なく、現状の
把握や関係構築、思いの確認が難しい

④病院の制約

• 病院「治療終了＝退院可」、在宅側「生活能力不十分」

• 病院「在宅で調整を」、在宅側「病院にいる間に調整」

• 病院「在宅はムリ」、在宅側「在宅でも生活できる」
といった立場での目的や考えの違い

• 在宅イメージや知識の不足、病院の状況を知らない

• 病院と在宅側の直接的な関係性が少ない、お互い連
絡や相談がしにくい

• 在宅からのフィードバックが少ない

①病院と在宅間の認識の相違

• 情報提供書と実際の生活能力が違う
（入院中と在宅での環境や気持ちの違い）

• 共有情報の不足（本人・家族の意向やその経緯、自宅
環境、退院後の薬剤情報や禁忌、困り事や注意点、入
院中の経過が不透明、ADLに低下についての対応等）

• 入院前の在宅環境や介護力等の情報が医療側に十
分に伝わっていない

②情報共有の内容の相違



①病院と在宅の認識相違

現状や課題 ・各施設の特性や職種の専門性により、完全にギャップを埋めるのは困難

現在の取組 ・個別ケース支援をとおした早期退院支援やカンファレンスの質の向上
・同職種同士・施設間の合同研修会や顔の見える関係づくり

・地域ケア会議や事例検討会を活用した地域包括支援センター単位での課
題の共有や対応策の検討・ネットワーク・顔の見える関係づくり
・市全域での地域意見交換会の開催

対応策や
アイディア

・早期退院支援やカンファレンスの質の向上

・各職種の専門性や役割が理解できるような研修会を開催し、顔の見える関
係構築の継続
・地域単位での地域ケア会議や事例検討会に多職種の参加を促進

職種間や施設間のギャップを埋めるのは難しいですが、そのために地域ごとや団体ごとに様々な取
組みが行われていることが共有できました。



②情報共有の内容相違

現状や課題
・各団体や機関ごとに情報シートが作成されており、シートをもとに情報連携が行
われている。相違の原因は、受け手にとって必要な内容か、記載内容の不備か。
・シートだけでの１００％の情報共有は限界があるのではないか。
・職種により、そもそも情報共有の場がない。

現在の取組
・情報シートを補足するために電話連絡や訪問などでのやり取り、家屋調査
・情報共有の質向上を目的とした研修（同職種ごと・地域ごと）
・退院後の状況をフィードバック
・各専門分野のアセスメントシートの活用、共通シートの作成
・同職種間の職域ごとのネットワーク構築

対応策やアイ
ディア

・「退院支援に必要な最小限の共通項目」の地域での統一
・情報連携の希薄な職種との情報共有の機会を設ける
・本人・家族の意思決定支援を多職種で行う
・研修や事例検討で、お互いの知りたい事や必要な情報の理解を深める

各団体ごとに行っている情報を補完する様々な取り組みについての共有を行いました。



③窓口・施設情報の不明瞭さ

現状や課題
・情報が複数の場所に散在し、明確でないため、調整に時間を要す。
必要な情報にたどり着きにくい、相談や依頼につながらない。
・施設の特徴や詳細な情報が一元化されていない。
・他職種からみて必要な情報（項目）の検討が必要。

現在の取組
・「介護情報公表システム」「医療情報（ナビィ）」などで施設情報が公開されている。
・長崎県訪問看護ステーション連絡協議会のホームページに各ステーションの情報
が掲載されている。
・長崎県理学療法士協会のホームページに「訪問リハマップ」が掲載されている。
・包括支援センターごとに医療・介護情報のリスト化・整理、更新がされている。
・薬剤師会では、在宅受入薬局制度・包括支援センター協力薬局が掲載されている。

対応策や
アイディア

・地域連携ポータルサイトの整備
・必要情報のリンク先の紹介一覧作成
・各団体のホームページなどに、関係リンク先をそれぞれ掲載

・「誰に連絡すべきか」を明確にした連絡フロー図を作成
・包括やケアマネへの相談が入る可能性がある場合の連絡や連携のルール化



(１)連携に関する情報の一覧化について

議題



③窓口・施設情報の不明瞭さ

現状や課題
・情報が複数の場所に散在し、明確でないため、調整に時間を要す。
・必要な情報にたどり着きにくい、相談や依頼につながらない。
・施設の特徴や詳細な情報が一元化されていない。
・他職種からみて必要な情報（項目）の検討が必要。

現在の取組
・「介護情報公表システム」「医療情報（ナビィ）」などで施設情報が公開されている。

・長崎県訪問看護ステーション連絡協議会のホームページに各ステーションの情報
が掲載されている。
・長崎県理学療法士協会のホームページに「訪問リハマップ」が掲載されている。
・包括支援センターごとに医療・介護情報のリスト化・整理、更新がされている。
・薬剤師会では、在宅受入薬局制度・包括支援センター協力薬局が掲載されている。

対応策や
アイディア

・地域連携ポータルサイトの整備
・必要情報のリンク先の紹介一覧作成
・各団体のホームページなどに、関係リンク先をそれぞれ掲載

・「誰に連絡すべきか」を明確にした連絡フロー図を作成
・包括やケアマネへの相談が入る可能性がある場合の連絡や連携のルール化

協議１



協議１

１）まちんなかラウンジホームページ内の
「医療・介護情報サイトリンク集(案)」

２） 「多職種連携のための関係機関一覧」チラシ（案）

３）その他意見等



まちんなかラウンジホームページ内の
「医療・介護情報サイトリンク集(案)」

各団体のリンクを
集約し、リンク集を

作成する



「多職種連携のための関係機関一覧」チラシ（案）

チラシも
リンク集と併せて

ホームページ上で
公開する

【参考資料１】



③窓口・施設情報の不明瞭さへの対策

現状や課題
・情報が複数の場所に散在し、明確でないため、調整に時間を要す。
・必要な情報にたどり着きにくい、相談や依頼につながらない。
・施設の特徴や詳細な情報が一元化されていない。
・他職種からみて必要な情報（項目）の検討が必要。

現在の取組
・「介護情報公表システム」「医療情報（ナビィ）」などで施設情報が公開されている。

・長崎県訪問看護ステーション連絡協議会のホームページに各ステーションの情報が掲載
されている。
・長崎県理学療法士協会のホームページに「訪問リハマップ」が掲載されている。
・包括支援センターごとに医療・介護情報のリスト化・整理、更新がされている。
・薬剤師会では、在宅受入薬局制度・包括支援センター協力薬局が掲載されている。

対応策や
アイディア

・地域連携ポータルサイトの整備
・必要情報のリンク先の紹介一覧作成
・各団体のホームページなどに、関係リンク先をそれぞれ掲載

・「誰に連絡すべきか」を明確にした連絡フロー図を作成
・包括やケアマネへの相談が入る可能性がある場合の連絡や連携のルール化

前回の協議にて、連携のルール化については診療報酬の中で明確化されており、顔の見える関係の
構築が重要との意見あり



（参考）他都市連携ルールの運用状況(照会)

第1版はR3年に運用を開始。ルールを作
成したことで、病院と地域のケアマネ等
がお互いの業務を理解し連携が進んだ。

ルールに沿わない例外も多いため、顔の
見える関係の構築のための会議も併せ
て行っている。(大村市医師会在宅医療

サポートセンター)

R2年に作成はしたが、活用
はあまりされていない状況。
様式の統一も難しい。(在宅
医療連携拠点はんのう：飯

能地区医師会)

長崎市は連携は概ね取れている状況であるため、連携を深めるため、
顔の見える関係の構築を重視して取組みを進めていく(地区単位の意見交換会の開催等)。

H26年から検討を重ね、H27年に初
版発行。3回更新を行った。測定等
行っていないため効果は断言できな
いが、多職種と関わる際のエチケッ
トとして根付いている。(横須賀市)



(２)多職種でのACPの推進について

議題
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協議２

１）事例集の作成(提案)



多職種での人生会議(ＡＣＰ)を推進のための取組み（案）

多職種で取り組んだ事例を選定し
支援のタイミングや連携先などを盛り込んだ長崎市版事例集作成してはどうか

地域意見交換会で集約した困りごと・悩みごとの意見では、意思決定支援に関するものが多数

厚生労働省ホームページよりhttps://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000623552.pdf

【参考資料2】



(３)その他



今後の取組み・検討事項

１）官民連携提案事業（元気なうちから手帳の発行）

２）第９期介護保険事業計画の振り返り

３）長崎市在宅医療・介護連携に関する実態調査の実施



１）官民連携提案事業（元気なうちから手帳の発行）について

●企業作成説明資料より抜粋

宮崎市等複数の自治体
と協定している

広告を掲載することで、
費用を抑えながら「元気
なうちから手帳」の発行

が可能

官民連携提案事業として
事業者からの提案を募集

人生会議（ACP）や「元気なうちから手帳」の市民の認知度が低いことから、
高齢者だけではなく、幅広い世代に向けた効果的な普及・啓発を行いたい。



（1） 長崎版地域包括ケアシステムの深化・推進
（2） 自立支援・重度化防止に向けた介護予防の推進
（3） 人生会議（ACP）の普及啓発
（4） 権利擁護の推進
（5） 介護サービス基盤の計画的な整備
（6） 介護人材の確保及び介護現場の生産性の向上
（7） サービスの質の確保
（8） 災害・感染症に対する備え

【 （1）長崎版地域包括ケアシステムの深化・推進 】

地域共生社会の構築生活支援体制整備
自立支援・重度化防止
に向けた介護予防の推進

在宅医療と介護
の連携推進

◆地域共生社会の実現に向
け、複雑化・複合化した支
援ニーズに対応する包括的
な支援体制の構築
⇒ 重層的支援体制の整

備（「相談支援」「参加支
援」「地域づくりに向けた
支援」の一体的実施）
⇒「多機関型地域包括支

援センター」の充実検討

◆地域での支え合い体制づ
くりの推進（「生活支援
コーディネーター」の配置
拡充に向けた検討）
◆地域づくりの自助・互助
の活動の醸成とあわせて、
多様な主体と連携した活動
の充実

◆地域リハビリテーションの
推進（「在宅支援リハビリセ
ンター」の活用、口腔・栄養
の充実）
◆自立支援型の地域ケア会議
への取組み
◆介護予防・日常生活支援総
合事業の実施

◆在宅医療・多職種連携の推進

◆在宅医療と介護の連携推進
◆４つの場面（「日常の療養支
援」「入退院支援」「急変時の対
応」「看取り」）ごとの課題解決
に向けた取組み
◆人生会議(ACP）の普及啓発
(「元気なうちから手帳」の活用）

【 その他 】 ・地域支援事業の推進 ・認知症高齢者への支援 ・介護サービスの基盤整備・質の向上

・介護人材の確保及び介護現場の生産性向上 ・災害・感染症対策に係る体制整備

２）第９期介護保険事業計画の振り返り





・今後も後期高齢者の増加等により、在宅医療の需要は増加すると予測される。
・在宅医療のすそ野の拡大、及び在宅療養における医療と介護の連携強化がますます重要になる。

・多職種連携や協働を意識した
活動展開ができている圏域数

R7 ◎20圏域

・地域包括ケアシステム推進にお
ける地域意見交換会の開催

R7 3会場 366名参加
（長崎市医師会をはじめ11団体と
の共催）

地域包括支援センターごとの
専門職のチーム化

・4つの場面ごとの課題解決のための
取組み
【包括ケアまちんなかラウンジ】
・専門職向け研修会の開催

・看取りパンフレットの作成（専門職向
け・市民向け）
・市民向け在宅医療講座の開催
・医師向け在宅医療推進講座の開催

地域における多職種連携の推進および
在宅医療の推進に向けた研修の充実

・「元気なうちから手帳」の配布
R6 医療機関・介護サービス事業所
庁内関係機関へ一斉配布

・市民向け出前講座や専門職向け講
座の開催

・県施設ACP推進リーダー養成研修会
への協力

市民・専門職への
人生会議（ACP）の普及啓発

医療・介護連携部会の開催（施設でのACPの推進・入退院支援における多職種連携）

第９期介護保険事業計画期間（R6～R8）の主な取組み



介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の集計報告

ACPを知っていますか



認定率の推移
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台帳人口・世帯数」



地域包括ケア「見える化システム」より医療介護連携の算定状況
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長崎市在宅医療・介護連携実態調査（R5）

とれている

10.5%

概ねとれている

56.4%

あまりとれていない

25.7%

とれていない

7.3%

日常の療養支援において在宅医療と介護の連携はとれていると感じますか
(N＝1,214)

とれている

14.2%

概ねとれている

61.1%

あまりとれていない

17.0%

とれていない

7.7%

入退院支援において在宅医療と介護の連携はとれていると感じますか
(N＝976)

抽出した課題

・医療職・介護職の互いの
情報、共通認識
・在宅の調整がつかないま
まの退院

とれている

18.1%

概ねとれている

55.5%

あまりとれていない

18.3%

とれていない

8.2%

急変時の対応において在宅医療と介護の連携はとれていると感じますか
(N＝1,152)

抽出した課題

・介護職の急変時対応
に対する不安
・急変時に介護職から
医療職に伝達すべき事
項

とれている

17.6%

概ねとれている

45.7%

あまりとれていない

18.4%

とれていない

18.2%

看取りにおいて在宅医療と介護の連携はとれていると感じますか
(N＝1,043)

抽出した課題

・本人・家族の意思決
定支援

抽出した課題

・医療職・介護職の互い
の職種への理解・知識不
足
・顔の見える関係の確立



第10期介護保健事業計画策定に係るスケジュール

作業内容時期

介護予防日常生活圏域ニーズ調査の分析等３～６月

国から介護保険事業計画の基本指針文案提示７月

高齢者福祉専門分科会８月～

・計画書（案）完成
・１１月議会報告

１１月

パブリックコメント実施１２月

国から基本指針告示１月

・計画書完成
・２月議会説明
・ホームページ掲載

３月

国の指針の方向性より

・2040年を見据えた体制づくり
・医療・介護連携の強化

９期の計画を継続し、

さらに医療介護連携の機能
を強化していく

具体的な計画内容については、高齢者福祉専門分科会の中でご審議いただく予定です。



４）長崎市在宅医療・介護連携に関する実態調査の実施について
Ｒ８年度Ｒ３年度

令和3年度に実施した在宅医療・介護連携実態調査結果と比較し、5年
間の取組を評価する。

長崎版地域包括ケアシステムの構築推進にあたり、重要な要素
である在宅療養者の生活における在宅医療と介護の連携の実
態把握及び課題抽出を行い、今後の施策へ反映させる。

調査目的

市内の在宅医療に関する事業所 約2,150箇所市内の在宅医療と介護に関する事業所2,100箇所調査対象

令和8年度中令和4年3月7日～4月22日調査期間

R8年度
6-11月 調査票検討
12月～1月 調査実施

R3年度
11-12月 調査票作成についてのワーキング（６回）
3-4月 調査実施
5-6月 調査票集約
R4年度
8月 課題抽出についてのワーキング（2回）
9月 課題に対する解決策についてのワーキング（2回）

スケジュール

案１）調査依頼を郵送し、市の電子申請システムで回答
案２）調査依頼を郵送し、市ホームページより調査票をダウンロードし、
回答をメールで送信

市ホームページより調査票をダウンロードし、回答をメールで送
信

調査方法

62.3%回収率

●前回項目数よりも減らした形⇒20～30項目程度にできないか
●長崎県が実施したACPに関するアンケート調査やかかりつけ医報告制
度の項目以外から抽出する
●評価を重視

設問79調査項目数

●定点調査として簡易的にできないか（評価が必要な部分のみ）
●各専門職団体へ周知の協力依頼ができないか
●前回調査時のメールアドレスを使用し一斉送信できないか
●ICT活用について

検討事項

12月頃
部会にて協議予定


